



Some Issues on Local Governments' Affairs 
Delegated by National Legislation 
- Legal Considerations of the Reality 















































































































































































































(4) たとえば，横浜市は， 2月補正により，定額給付金について 579億円余，子育て応
援特別手当について， 19億円余を歳出予算に計上し，かっ，繰越明許費に計上した。



















































































































































































































































































































































































































































































































































生活保護法は，保護の開始決定 (24条 I項)，変更 (25条2項)，停止・廃止
(26条)及び指導・指示などを保護の実施機関 09条)の権限としつつ，それ

























































































2 (訟務月報 51巻3号 549頁)は，次のように述べた。
「戸籍事務は，第 1号法定受託事務として，国が本来果たすべき役割に係
るものであり，国においてその適正な処理を特に確保する必要があるもの
であるところから，戸籍法及び同法施行規則等に基づき全国一律に統一的
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に施行されることが強く要請され，そのため，戸籍の記載方法等に関して
戸籍法施行規則が定められているのであるから，各市区町村長は，いずれ
も戸籍法施行規則及び本件ひな形に従って続柄の記載をしているものであ
るから，この間，本件ひな形が違法であるとの判例，その他の公的な見解
の存在も認められないことをも考え併せれば，中野区長において，独自に
本件ひな形と異なる続柄欄の記載方法を採ることは困難であるといえる。
したがって，中野区長は，職務上通常尽くすべき注意義務を尽くさず漫
然と本件続柄の記載をしたということはできないから，被告中野区の行為
に国家賠償法上の違法性は認められないというべきである」。
ここには，当該地方公共団体のみの組織内で判断すべきであるという姿勢が
見られる倒。そして，国についても，別個に，戸籍の続柄欄の記載の改廃脅
しなかったことについて法務大臣に注意義務違反があるものとはいえないとし
ている。
また，韓国から代理人を通じて広鳥市長に傭康管理手当の認定申請脅して居
住地が広島市でないことを理由に申請を却下された者が提起した広島市を相手
方とする国家賠償請求に関して，広島地判平成 18・9・26(判例タイムズ 1239
号 148頁)は，市長は，法定受託事務として，健康管理手当の支給事務を行な
うものであったから，その行政事務の準拠法令である施行規則 52条に従って
同事務を行なわなければならず，これに反して在外被爆者からの認定申請を受
理することは，法令上許されないことであったとし，施行規則 52条が違法で
あったとしても，このことから直ちに市長に過失があったということはできな
い，と述べた。この判決lま，準拠すべき規則が明らかに法律に選炭すると判断
(39) 控訴審の東京高判平成17・3・24判例時報1899号101頁は，機関委任事務であっ
た時点に即して， r戸籍事務が国民の親族的な身分関係を公証し，ある場合には，
その形成に関与する事務であって，その運用が地方ごとに区々になることなく，全
国的な統一が特に要請されるものであることからすればJ，戸籍法や戸籍法施行規
則の改正もないのに，区長にひな形によらない記載をすべき注意義務が生じたとは
考えられない，とした。
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できる等の特段の事情が認められる場合には，規則に従った行政事務であって
も国家賠償法上の過失に基づく違法行為に当たると述べつつも，処分当時に
おいて，施行規則 62条が被爆者援護法に明らかに違反するもので違法無効で
あると判断できたとまではいえないとして，市長の過失を否定したω側側0の〉
一般論としては，これらの裁判例のようになるであろう。それらの事案と反
対に，法定受託事務であるにもかかわらず，処理基準において法定受託事務を
担当する地方公共団体に対して必ずしも明確な基準を示していないときは，当
該事務を定める法律に違反する事務がなされた場合に，地方公共団体の担当者
の過失や職務上通常尽くすべき注意義務違反が認定されることがあり得るであ
ろう。政省令や処理基準による国の規律が明確かっ統一的処理の趣旨を明確に
している程度と過失等との聞には逆相関関係があるといってもよい。政省令は
ともかくとして，処理基準の設定等の実態が，法定受託事務を担当する地方公
共団体の国家賠償責任について，反射的に一定の差異をもたらすことに注目し
ておきたい。
(5) 関与法定主義違反の関与行為の場合の問題
法246条の 2の要求する関与法定主義に反する関与がなされて，その関与に
依拠して地方公共団体の公務員が行なった行為によって損害が生じている場合
における扱いが問題になる。
まず，関与法定主義違反の関与行為と揖害との聞の因果関係を認めることが
できるのかという問題がある。関与法定主義に違反する関与に対しては，法定
受託事務を執行する公務員は，本来それを無視すべきであるのに，それに従う
判断をした以上は，その判断行為によって悶果関係が切断されているとする考
(40) 控訴審の広島高判平成20・9・2判例集未登載も， I広島市長は法定受託事務とし
て健康管理手当の支給手続長担当するものであるから，その事務処理手続の準拠法
令である被爆者援護法施行規則52条が明らかにそのよ位法令に違反しているといっ
た特段の事情がない限りは，施行規則の定めが結果として法律違反と判断されたと
しても，広島市長が施行規則に基づいて行った処分が国家賠償法上違法とされるこ
とはないというべきである」と述べた。
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え方があるかも知れない。その場合には，関与行為を行なった公務員の公権力
の行使に着目した国家賠償責任は成立しないことになる。しかし，関与法定主
義違反の関与行為であることによって，法定されている関与の場合であれば負
うはずの国家賠償責伍を負わなくなるというのは不合理というほかはなL、。法
定受託事務担当者が無視できることのできない程度の関与行為であったかどう
かによって判断し，無視できないものであるときには国の国家賠償責任を肯定
すべきであろう。
次に，前記(4)の論点の延長上において，当該地方公務員の行為について，過
失文は職務上通常尽くすべき注意義務違反がないといえるかという問題が提起
されあ。地方公務員が健全な法的知識を要求されるのは当然であるというので
あれば，関与法定主義違反の関与には従うべきではなく，従って過失又は職務
上通常尽くすべき注意義務連反があるという見方が成り立たないわけではない。
公務員個人の賠償責任を認めない通説の考え方に立ち， もっぱら被害者救済の
観点に立つならば，法定受託事務を執行した地方公共団体の賠償責任を肯定す
べきであるとおれるかも知れない。法定受託事務に関して，それ号執行する地
方公共団体に法の規律との関係における緊張感を要求するならば，このような
処理こそ望ましいといえるのかも知れなL、。しかしながら，長年通用してきた，
国→都道府県→市町村という対等性を欠いた意識が残っている段階で，このよ
うに断定してよいかについては若干の薄暗を覚える。
4 おわりに
本稿は，法定受託事務の制度の下において，行政の実態からみて，いわば
「隠れ法定受託事務」ともいうべきものが， r法律又はこれに基づく政令」によ
ることなく，国の要綱に基づいて，地方公共団体の自治事務の体裁で執行され
たことを批判的に検討するとともに，法定受託事務に係る国家賠償法l条 l項
の賠償責任を負うのは当該事務を執行する地方公共団体であることが通説とさ
れるなかで，事務の実質ないし運用実態に着目して国(第2号法定受託義務に
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あっては都道府県〉が賠償責任を負う場合があることを指摘する学説に注目し
て，その分析を進めたものである。いずれも，実質ないし実態をいかに評価す
べきかという問題を含んでいる。学説のフォローが不十分であることを承知で，
問題提起の意味で草したものである。特に後者の検討に際して，学説を正確に
理解しているか否かについては不安を覚えている。もし誤解があるとするなら
ば，再検討して，議論を深めたいと考えている。また，前者についていえば，
膨大な国庫補助金について，問題のある場閣を摘出するという最も重要な作業
を先送りにせざるを得ないことが残念である。今後の課題としたい。
【付記】
日頃，身近に接しご指導戴いている西埜章教授には，教授の見解の趣旨について直接
に確かめてから本稿を執筆すべきであるとも思われるが，むしろ，教授の著作の表現の
みに着目して論じた方が，若干の「農寓な検討J-a-可能にするであろうということで，
教授の見解を事前に確かめることを敢えて見送った次第である。この点，教授の見解を
誤解しているかもしれないことをお断りしておきたい。
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